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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 25,617 22,899 29,864 32,859 32,427

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △210 267 549 795 1,294

当期純利益 (百万円) 2,071 605 489 711 1,298

包括利益 (百万円) 2,071 680 489 711 1,350

純資産額 (百万円) 6,759 7,439 7,928 8,562 9,795

総資産額 (百万円) 18,230 17,103 22,317 21,404 21,272

１株当たり純資産額 (円) 87.15 95.93 102.24 110.42 126.33

１株当たり当期純利益 (円) 26.70 7.81 6.31 9.17 16.74

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.1 43.5 35.5 40.0 46.1

自己資本利益率 (％) 36.2 8.5 6.4 8.6 14.1

株価収益率 (倍) 3.5 10.4 11.9 13.3 8.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,999 1,946 16 468 △548

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △32 △33 △6 △35 △18

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △907 △220 526 △639 △176

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 4,612 6,305 6,841 6,635 5,892

従業員数 (名) 454 440 433 436 443
 

(注) １　売上高には消費税及び地方消費税は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 22,786 19,135 25,496 28,682 26,507

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △249 128 380 627 961

当期純利益 (百万円) 2,045 538 401 649 1,086

資本金 (百万円) 1,886 1,886 1,886 1,886 1,886

発行済株式総数 (千株) 77,606 77,606 77,606 77,606 77,606

純資産額 (百万円) 6,238 6,850 7,251 7,823 8,843

総資産額 (百万円) 17,030 15,704 20,330 19,665 19,319

１株当たり純資産額 (円) 80.43 88.33 93.50 100.88 114.05

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

─ ― 1.00 1.50 2.50

(─) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 26.37 6.94 5.17 8.37 14.01

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.6 43.6 35.7 39.8 45.8

自己資本利益率 (％) 39.2 8.2 5.7 8.6 13.0

株価収益率 (倍) 3.6 11.7 14.5 14.6 9.8

配当性向 (％) ─ ― 19.3 17.9 17.9

従業員数 (名) 369 358 348 353 353
 

(注) １　売上高には消費税及び地方消費税は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

当社の創業は、大正９年３月、佐田徳蔵が前橋市に土木請負業および建設材料販売を業とする佐田組を起こしたこ

とに始まり、佐田一郎から佐田武夫、市ヶ谷隆信と社長が引継がれ、平成20年6月より、現社長荒木　徹が就任し、今

日に至っております。

昭和24年10月に資本金２百万円の佐田建設株式会社を設立し、平成27年３月時点資本金は18億８千６百万円となっ

ております。

設立後の主な変遷は次のとおりであります。

昭和24年10月 東京支店開設

昭和24年12月 建設業法により建設大臣登録

昭和35年９月 埼玉支店開設

昭和37年８月 東京証券取引所市場第二部上場

昭和37年９月 本社所在地変更(新所在地　前橋市北曲輪町71番地)

昭和41年10月 大阪支店開設

昭和46年３月 本社所在地変更(新所在地　前橋市元総社町一丁目１番地の７)

昭和48年11月 東京証券取引所市場第一部上場

昭和49年３月 建設業法の改正により特定建設業者として建設大臣許可(特－48)第3567号、一般建設業

者として建設大臣許可(般－48)第3567号の許可を受けております。

昭和50年７月 宅地建物取引業法により宅地建物取引業者として建設大臣免許(1)第2111号の免許を受け

ております。（免許換えを行ない群馬県知事免許(1)第7067号となっております）

昭和57年７月 宇都宮出張所を宇都宮支店に改称

昭和62年５月 ㈱リフォーム群馬設立

昭和62年５月 ㈱リフォーム埼玉設立(彩光建設㈱に改称)

平成元年４月 水戸支店開設

平成５年７月 佐田道路㈱設立

平成８年12月 名古屋営業所を名古屋支店に改称

平成12年12月 埼玉支店と関東支店を統合し、さいたま支店に改称（関東支店閉鎖）

平成13年３月 前橋機材センターと桶川機材センターを統合（桶川機材センター閉鎖）

平成16年３月 栃木支店開設（宇都宮支店閉鎖）、茨城支店開設（水戸支店閉鎖）

平成16年10月 佐田道路㈱、㈱島田組、㈱リフォーム群馬、彩光建設㈱、㈱前橋機材センターの５社を

連結子会社としております。
 

 

EDINET提出書類

佐田建設株式会社(E00121)

有価証券報告書

 4/80



 

３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社５社で構成され、建設事業（土木関連セグメント・建築関連セグメント）を

主な内容とした事業活動を展開しております。

当社グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

 

建設事業

当社グループは建設工事の受注・施工及びアスファルト合材等の販売を行っている他、㈱前橋機材センターは建設

資機材の賃貸事業等を行っております。

 

《事業の系統図》
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)       

佐田道路㈱ 群馬県前橋市 50 土木関連 100.00 ―
建設工事の受注並びに施工協力を
しております。
役員の兼任　１名

㈱島田組 群馬県桐生市 60
建築関連・
土木関連

100.00 ―
建設工事の受注並びに施工協力を
しております。
役員の兼任　１名

㈱リフォーム群馬 群馬県前橋市 20 建築関連 100.00 ―
建設工事の受注並びに施工協力を
しております。
役員の兼任　１名

彩光建設㈱
埼玉県さいたま市
大宮区

20
建築関連・
土木関連

100.00 ―
建設工事の受注並びに施工協力を
しております。
役員の兼任　１名

㈱前橋機材センター 群馬県前橋市 50
建築関連・
土木関連

100.00 ―
建設資機材の購入及び賃貸等をし
ております。
役員の兼任　１名

 

(注)「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成27年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

土木関連 132

建築関連 170

兼業事業 27

全社共通 114

合計 443
 

(注)　１　従業員数は、当社グループから他社への出向者を除き、他社からの出向者を含む就業人員であります。

２　当社及び連結子会社は、単一事業分野において営業を行っているため、小分類である土木関連・建築関連

及び兼業事業に区分して記載しております。

 

(2) 提出会社の状況

従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与

平成27年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

353 46.7 24.8 5,394
 

 

セグメントの名称 従業員数(人)

土木関連 110

建築関連 144

兼業事業 3

全社共通 96

合計 353
 

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社からの出向者を含む就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　当社は、単一事業分野において営業を行っているため、小分類である土木関連・建築関連及び兼業事業に区

分して記載しております。

 

(3)　労働組合の状況

労働組合は結成されておりません。また、労使関係についても特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済対策や日銀による金融緩和政策を背景に企業収益や雇用

環境が改善して緩やかな景気回復基調にあるものの、消費税率引上げに伴う個人消費の低迷に加え、円安による輸

入原材料価格上昇の影響も懸念されるという状況で推移しました。

建設業界におきましては、公共投資は政府による大型補正予算の実施と復興需要により堅調に推移し、民間設備

投資におきましても緩やかな回復が見られたものの、労働者不足や資材価格の高騰に伴う建設コストの上昇により

経営環境は予断を許さない状況で推移しました。

当社グループはこのような状況下、経営資源を集中し、協働態勢を強化しコスト対応力の向上と安定した利益の

確保を目指してまいりました。

この結果、当連結会計年度の業績につきましては、受注高は前期と比べ34億4千7百万円減少し322億4千4百万円

(前期比9.7％減)となりました。

売上高は、前期と比べ4億3千1百万円減少し324億2千7百万円(前期比1.3％減)となりました。

繰越高は、前期と比べ1億8千3百万円減少し177億9千1百万円(前期比1.0％減)となりました。

営業利益は、比較的高利益な工事の完成や工事採算性の向上等による改善効果により、前期に比べ5億円増加し12

億9千2百万円（前期比63.2％増）となりました。

これにより、経常利益は、前期に比べ4億9千9百万円増加し12億9千4百万円（前期比62.8％増）となりました。

当期純利益は、繰延税金資産1億5千8百万円の計上等もあり、前期に比べ5億8千6百万円増加し12億9千8百万円

（前期比82.5％増）となりました。

当社の業績につきましては、受注高は土木関連105億1百万円(前期比14.8％増)、建築関連152億2千6百万円(前期

比26.4％減)、兼業事業5億8千5百万円(前期比14.0％減)となり、合計で前期と比べ42億1百万円減少し263億1千3百

万円(前期比13.8％減)となりました。また、工事関係の受注高の工事別比率は、土木関連40.8％、建築関連59.2％

であり、発注者別比率では、官公庁工事50.4％、民間工事49.6％であります。

売上高は、土木関連100億3千8百万円(前期比15.7％増)、建築関連158億8千3百万円(前期比17.8％減)、兼業事業5

億8千5百万円(前期比14.0％減)となり、合計で前期と比べ21億7千4百万円減少し265億7百万円(前期比7.6％減)とな

りました。また、工事関係の売上高の工事別比率は、土木関連38.7％、建築関連61.3％であり、発注者別比率で

は、官公庁工事47.4％、民間工事52.6％であります。

繰越高は、土木関連66億3百万円(前期比7.5％増)、建築関連96億7千2百万円(前期比6.4％減)となり、合計で前期

と比べ1億9千3百万円減少し162億7千6百万円(前期比1.2％減)となりました。また、繰越高の工事別比率は、土木関

連40.6％、建築関連59.4％であり、発注者別比率では、官公庁工事55.9％、民間工事44.1％であります。

営業利益は、比較的高利益な工事の完成や工事採算性の向上等による改善効果により、前期に比べ3億3千8百万円

増加し8億8千1百万円（前期比62.2％増）となりました。

これにより、経常利益は、前期に比べ3億3千3百万円増加し9億6千1百万円（前期比53.2％増）となりました。

当期純利益は、繰延税金資産1億1千5百万円の計上もあり、前期に比べ4億3千6百万円増加し10億8千6百万円（前

期比67.3％増）となりました。
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セグメントの連結業績（相殺消去後）を示すと、次のとおりであります。

（土木関連）

土木関連の受注高は、前期に比べ12億2千万円増加し115億1千6百万円（前期比11.9％増)となりました。売上高

は、前期に比べ15億5千7百万円増加し111億7千8百万円（前期比16.2％増)となり、売上総利益は、前期に比べ2億8

千万円増加し10億2千5百万円（前期比37.6％増）となりました。

（建築関連）

建築関連の受注高は、前期に比べ45億5千3百万円減少し202億1百万円（前期比18.4％減)となりました。売上高

は、前期に比べ18億7千5百万円減少し207億2千3百万円（前期比8.3％減)となり、売上総利益は、前期に比べ2億9千

5百万円増加し15億5千7百万円（前期比23.4％増）となりました。

（兼業事業）

兼業事業の受注高は、前期に比べ1億1千4百万円減少し5億2千5百万円（前期比17.8％減)となりました。売上高

は、前期に比べ1億1千4百万円減少し5億2千5百万円（前期比17.8％減)となり、売上総利益は、前期に比べ6千3百万

円減少し1億5百万円（前期比37.8％減）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における「現金及び現金同等物期末残高」は、前連結会計年度末に比べ7億4千3百万円減少し58億

9千2百万円（前期比11.2％減）となりました。

各キャッシュ・フローの状況等につきましては次のとおりであります。

[営業活動によるキャッシュ・フロー]

　営業活動の結果使用した資金は、5億4千8百万円（前期は4億6千8百万円の取得）となりました。

　収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益13億1千8百万円であり、支出の主な内訳は、仕入債務の減少13億7千

4百万円及び未成工事受入金の減少3億7千1百万円であります。

[投資活動によるキャッシュ・フロー]

　投資活動の結果使用した資金は、前期に比べ1千6百万円減少し1千8百万円（前期比48.0％減）となりました。

　これは主に、有形固定資産の取得によるものであります。

[財務活動によるキャッシュ・フロー]

　財務活動の使用した資金は、前期に比べ4億6千2百万円減少し1億7千6百万円（前期比72.4％減）となりました。

　これは主に、長期借入金の返済及び配当金の支払によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

セグメントの名称

前連結会計年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

金額(百万円)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

金額(百万円)

前年同期比
(％)

土木関連 10,296 11,516 11.9

建築関連 24,755 20,201 △18.4

兼業事業 640 525 △17.8

合　　計 35,691 32,244 △9.7
 

 

(2) 売上実績

セグメントの名称

前連結会計年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

金額(百万円)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

金額(百万円)

前年同期比
(％)

土木関連 9,620 11,178 16.2

建築関連 22,599 20,723 △8.3

兼業事業 640 525 △17.8

合　　計 32,859 32,427 △1.3
 

（注）１　当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っておりません。

２　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

３　前連結会計年度及び当連結会計年度ともに売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありませ

ん。

 

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

(1) 受注工事高、完成工事高及び次期繰越工事高

期別
工事
区分

前期繰越
工事高
(百万円)

当期受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

当期完成
工事高
(百万円)

次期繰越
工事高
(百万円)

前事業年度
自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

土木関連 5,667 9,149 14,817 8,675 6,141

建築関連 8,970 20,684 29,654 19,325 10,329

兼業事業 ― 681 681 681 ―

計 14,637 30,515 45,152 28,682 16,470

当事業年度
自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

土木関連 6,141 10,501 16,642 10,038 6,603

建築関連 10,329 15,226 25,556 15,883 9,672

兼業事業 ― 585 585 585 ―

計 16,470 26,313 42,784 26,507 16,276
 

(注) １　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注工事高にその

増減額を含んでおります。したがって、当期完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２　次期繰越工事高は（前期繰越工事高＋当期受注工事高－当期完成工事高）であります。

３　上記金額には消費税及び地方消費税は含まれておりません。

EDINET提出書類

佐田建設株式会社(E00121)

有価証券報告書

 9/80



 

(2) 受注工事高の受注方法別比率

工事受注方法は、特命と競争に大別されます。

期別 区分 特命(％) 競争(％) 計(％)

前事業年度
自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

土木関連 7.5 92.5 100

建築関連 19.3 80.7 100

兼業事業 100.0 ― 100

当事業年度
自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

土木関連 18.0 82.0 100

建築関連 37.1 62.9 100

兼業事業 100.0 ― 100
 

(注)　百分比は請負金額比であります。

 

(3) 完成工事高

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前事業年度
自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

土木関連 6,783 1,892 8,675

建築関連 3,197 16,127 19,325

兼業事業 ― 681 681

計 9,980 18,701 28,682

当事業年度
自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

土木関連 7,866 2,172 10,038

建築関連 4,416 11,466 15,883

兼業事業 ― 585 585

計 12,282 14,224 26,507
 

(注) １　完成工事高のうち主なものは、次のとおりであります。

前事業年度　請負金額７億円以上の主なもの

㈱タカラレーベン （仮称）レーベン高崎C計画新築工事

サンヨー食品㈱ （仮称）太平食品工業㈱本社第二工場新築工事

中日本高速道路㈱ 首都圏中央連絡自動車道　西久保ＪＣＴ他２ＩＣ管理施設新築工事

東京都下水道局 足立区島根三、四丁目付近枝線工事

都市再生機構 ひばりが丘団地（第二期）２ＢＬ基盤整備その他工事
 

 

当事業年度　請負金額５億円以上の主なもの

㈱上原園 ㈱上原園　都賀インター工場（仮称）新築工事

学校法人茶屋四郎次郎記念学園 東京福祉大学　王子キャンパス新築工事

都市再生機構 吹田操車場跡地地区５街区外整備工事

前橋市公営企業管理者 前橋水質浄化センター　雨天時貯留沈殿池建設工事（国合改第１号）

東北地方整備局 千徳地区構造物工事
 

 

２　前事業年度及び当事業年度ともに完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

３　上記金額には消費税及び地方消費税は含まれておりません。
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(4) 次期繰越工事高(平成27年３月31日現在)

 

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

土木関連 5,489 1,114 6,603

建築関連 3,617 6,055 9,672

計 9,106 7,170 16,276
 

(注)１　次期繰越工事高のうち請負金額８億円以上の主なものは、次のとおりであります。

㈱タカラレーベン （仮称）レーベン高崎九蔵町計画新築工事 平成28年１月完成予定

都市再生機構 流山新市街地地区Ｄ３０街区外整備工事 平成28年３月完成予定

医療法人杏林会　今井病院 今井病院増築工事 平成28年６月完成予定

大阪ガス都市開発㈱・三交不動産㈱ (仮称)京都河原町計画新築工事 平成28年６月完成予定

東北地方整備局 国道１０６号　腹帯地区道路工事 平成29年６月完成予定
 

２　上記金額には消費税及び地方消費税は含まれておりません。
 

 

３ 【対処すべき課題】

今後の見通しにつきましては、新興国や欧州などの海外景気の下振れが懸念されるものの、各種政策の効果によ

り企業収益の増加や雇用・所得環境の改善傾向が続く中で、景気は緩やかに回復していくものと予測されます。

こうした状況下、当社グループは顧客、株主及び地域の皆様からの更なる信頼と活力のある企業を目指した「中

期経営計画（2013～2015）」の確実な遂行に最大限の努力を継続してまいります。

また、建設市場等を取巻く環境は大きく変動することも予測されますが、当社グループは協働態勢を強化し、コ

スト対応力の向上と適正利益の確保、安定配当の継続に全力を尽くしてまいります。

 

４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業に関するリスクについて、投資者の判断に影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項

には、次のようなものがあります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の

回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。

また、文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもの

であります。

（受注状況について）

予想を上回る公共事業の削減や経済情勢の変化により民間設備投資の減少が進んだ場合には、業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

受注高
平成28年3月期　　　　

（予想）
平成27年3月期　　　　

（実績）
増減金額 前期比

 百万円 百万円 百万円 ％

連結 30,800 32,244 △1,444 △4.5

個別 26,600 26,313 287 1.1
 

（取引先の信用リスクについて）

建設業においては、一般的に施工物件の引渡時に未回収の工事代金が残るケースが多いことから、工事代金の回

収前に発注者が信用不安に陥った場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、仕入先、外注先が信用不安に陥った場合にも、業績に影響を及ぼす可能性があります。

（資材価格の変動について）

当社グループは、施工管理と原価管理のプロセスを強化し、コスト削減に最大限の努力をしておりますが、予想

以上に工事主要材料等の調達コストが高騰した際、請負金額に反映することが困難な場合には、業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

 

 

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

当社では、技術部により、廃石膏ボードの再利用等研究開発を推進しております。

　なお、当連結会計年度における費用は軽微であります。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

また、文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもの

であります。

（重要な会計方針）

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

います。

（財政状態の分析）

①資産

当連結会計年度末の総資産は、完成工事未収入金の増加、現金預金及び受取手形の減少等により、前連結会計年

度末に比べ1億3千2百万円減少し212億7千2百万円（前期比0.6％減）となりました。

②負債

当連結会計年度末の負債総額は、支払手形及び工事未払金の減少等により、前連結会計年度末に比べ13億6千6百

万円減少し114億7千6百万円（前期比10.6％減）となりました。

③純資産

当連結会計年度末の純資産は、当期純利益12億9千8百万円を計上したこと等により、前連結会計年度末に比べ12

億3千3百万円増加し97億9千5百万円（前期比14.4％増）となりました。

　自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ6.1ポイント増加し46.1％となっております。
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（経営成績の分析）

当社グループは、完成工事高の確保及び完成工事総利益の向上に経営の重点を置いております。また、一般管理

費等の低減により営業利益及び経常利益を高めることを目指しております。

①受注高

当連結会計年度の受注高は、公共投資は政府による大型補正予算の実施と復興需要により堅調に推移し、民間設

備投資は緩やかな回復が見られたものの、労働者不足や資材価格の高騰に伴う建設コストの上昇等により、土木工

事は順調に受注を獲得することができたものの建築工事は前期を下回ることとなりました。この結果、前連結会計

年度に比べ34億4千7百万円減少し322億4千4百万円（前期比9.7％減）となりました。

②売上高

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ4億3千1百万円減少し324億2千7百万円（前期比1.3％減）とな

りました。

③売上総利益

当連結会計年度の売上総利益は、比較的高利益な工事の完成や工事採算性の向上等による改善効果により、前連

結会計年度に比べ5億1千1百万円増加し26億8千8百万円（前期比23.5％増）となりした。

④販売費及び一般管理費

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ1千万円増加し13億9千5百万円（前期比0.8％

増）となりました。

⑤営業利益

当連結会計年度の営業利益は、売上総利益と同様の理由により、前連結会計年度に比べ5億円増加し12億9千2百万

円（前期比63.2％増）となりました。

⑥経常利益

当連結会計年度の経常利益は、売上総利益と同様の理由により、前連結会計年度に比べ4億9千9百万円増加し12億

9千4百万円（前期比62.8％増）となりました。

⑦当期純利益

当連結会計年度の当期純利益は、売上総利益と同様の理由及び繰延税金資産1億5千8百万円の計上等により、前連

結会計年度に比べ5億8千6百万円増加し12億9千8百万円（前期比82.5％増)となりました。

⑧キャッシュ・フロー

「第２[事業の状況]１[業績等の概要]（2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

⑨今後の見通し

今後の建設業界におきましては、公共投資は堅調に推移し民間設備投資も増加基調にあるものの、労働者不足や

資材価格の高騰に伴う建設コストの上昇が続くと見られ、今後も先行き不透明な状況が続くものと予測されます。

当社グループは、今後更に経営資源を集中し、協働態勢の強化とコスト対応力の向上に努め、適正利益の確保と

安定配当の継続に邁進してまいります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ(当社及び連結子会社)では、当連結会計年度において特記すべき新規の設備投資は行っておりませ

ん。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

（平成27年3月31日現在）

事業所名
（所在地）

帳簿価額（百万円）

従業
員数
(人)

土地
建物
構築物

機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及
び備品

合計

面積(㎡) 金額

本店（工場含）
(前橋市)

31,797 1,642 1,025 63 2,731 239

東京本部・東京支店
(東京都豊島区)

― ― 0 0 0 14

さいたま支店
(さいたま市大宮区)

4,685 822 180 0 1,002 28

大阪支店
(大阪市中央区)

― ― 0 ― 0 18

栃木支店
(小山市)

611 48 5 0 54 21

茨城支店
(下妻市)

4,886 179 13 0 192 10

名古屋支店
(名古屋市中区)

― ― 0 ― 0 2
 

(注) １　上記の他、賃借している主なものは次のとおりであります。

 

事業所名（所在地） 土地(㎡) 建物(㎡) 年間賃借料（百万円）

本店（前橋市）
（駐車場）

1,484 ― 3

東京支店（東京都豊島区)
（事務所・駐車場）

25 458 15

大阪支店(大阪市中央区)
（事務所・駐車場）

25 192 4

栃木支店（小山市）
（事務所）

― 104 1

名古屋支店（名古屋市中区）
（事務所・駐車場）

12 91 1
 

 

２　上記金額には消費税及び地方消費税は含まれておりません。
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(2) 国内子会社

（平成27年3月31日現在）

会社名（所在地）
事業所名

帳簿価額（百万円）

従業
員数
(人)

土地
建物
構築物

機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及
び備品

合計

面積(㎡) 金額

㈱島田組(桐生市)
本社

3,906 33 22 0 56 16

 

(注) １　上記の他、賃借している主なものは次のとおりであります。

 

会社名（所在地）
事業所名

土地(㎡) 建物(㎡) 年間賃借料（百万円）

佐田道路㈱（前橋市）
本社

― 605 3

㈱リフォーム群馬（前橋市）
本社

125 399 2

彩光建設㈱(さいたま市大宮区)
本社

― 99 1

㈱前橋機材センター（前橋市）
本社

10,120 149 9

 

 

２　上記金額には消費税及び地方消費税は含まれておりません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

新設等の計画はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 250,000,000

計 250,000,000
 

(注) 平成27年６月26日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より

200,000,000株減少し、50,000,000株となっております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成27年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年６月29日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 77,606,166 77,606,166
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000
株であります。

計 77,606,166 77,606,166 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年４月１日～

平成18年３月31日（注）
11,622,013 77,606,166 714 1,886 714 1,940

 

(注)　発行済株式総数・資本金・資本準備金の増加は、新株予約権の権利行使によるものであります。
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(6) 【所有者別状況】

平成27年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 26 39 281 9 46 6,578 6,979 ―

所有株式数
(単元)

― 13,285 3,002 13,198 79 3,207 44,617 77,388 218,166

所有株式数
の割合(％)

― 17.17 3.88 17.05 0.10 4.15 57.65 100 ―
 

(注)　自己株式62,320株は「個人その他」に62単元及び「単元未満株式の状況」に320株含めて記載しております。

 

(7) 【大株主の状況】

平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社群馬銀行
（常任代理人　資産管理サービ
ス信託銀行株式会社）

前橋市元総社町194番地
（東京都中央区晴海一丁目8番12号）

3,185 4.10

佐田建設従業員持株会 前橋市元総社町一丁目1番地の7 2,962 3.81

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番3号 2,256 2.90

佐田建設伸佐会持株会 前橋市元総社町一丁目1番地の7 2,051 2.64

株式会社ヤマト 前橋市古市町118番地 1,611 2.07

東京石灰工業株式会社 東京都中央区日本橋茅場町二丁目2番1号 1,300 1.67

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目8番11号 1,035 1.33

株式会社ヤマダ電機 高崎市栄町1番1号 1,000 1.28

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番10号 930 1.19

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口6）

東京都中央区晴海一丁目8番11号 811 1.04

計 ― 17,143 22.09
 

(注)所有株式数は千株未満を切捨て表示しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式　62,000

―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　77,326,000 77,326 同上

単元未満株式 普通株式　218,166 ― 同上

発行済株式総数 77,606,166 ― ―

総株主の議決権 ― 77,326 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式320株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式
数の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
当　社

前橋市元総社町一丁目１番
地の７

62,000 ― 62,000 0.07

計 ― 62,000 ― 62,000 0.07
 

 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第7号による普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 5,359 718

当期間における取得自己株式 657 90
 

　
(注)　当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 62,320 ─ 62,977 ─
 

　
(注)　当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買増しによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

利益配分につきましては、経営環境の変化に十分対処し得る財務体質を内部留保により図りながら、株主の皆様に

対し安定配当を行うと共に、業績に応じた利益還元を行うことを基本方針としております。また、当社の剰余金の配

当は、年１回の期末配当を基本方針としており、配当の決定機関は株主総会であります。

当期の配当につきましては、１株について２円５０銭とさせていただきます。

 

(注)  基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。
 

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成27年６月26日
定時株主総会決議

193 2.50
 

 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高(円) 140 113 103 182 159

最低(円) 20 52 50 67 100
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別
平成26年
10月

11月 12月
平成27年
１月

２月 ３月

最高(円) 152 149 146 144 149 146

最低(円) 127 136 133 135 135 134
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性11名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

 荒　木　　　徹 昭和24年２月20日生

昭和54年５月 当社入社

（注）
３

73

平成９年３月 当社審査部長

平成15年６月 当社執行役員審査部長

平成16年６月 当社常務執行役員経営企画室審査

部長

平成17年６月 当社取締役経営企画室審査部長兼

法務相談室長

平成19年６月 当社常務取締役審査部長兼管理本

部副本部長（総務・コンプライア

ンス担当）

平成20年６月 当社代表取締役社長（現）

取締役 土木本部長 大　沢　　　智 昭和31年３月６日生

昭和53年４月 当社入社

（注）
３

58

平成15年３月 当社本社施工事業部土木部副部長

平成16年６月 当社執行役員土木本部土木統括部

長兼本社土木部長

平成20年６月 当社取締役土木本部土木統括部長

兼本社土木部長

平成21年４月 当社取締役土木本部長（現）

取締役 営業本部長 黒　岩　典　之 昭和28年４月15日生

昭和51年４月 当社入社

（注）
３

38

平成15年３月 当社本店営業部吾妻営業所長

平成16年４月 当社営業本部営業推進部営業部長

平成18年６月 当社執行役員営業本部営業部長兼

本店営業部次長

平成19年６月 当社執行役員営業本部本店営業部

長

平成21年４月 当社常務執行役員営業本部長兼営

業推進部長

平成22年６月 当社取締役営業本部長（現）

取締役 建築本部長 柳　下　憲　司 昭和28年５月７日生

昭和51年４月 当社入社

（注）
３

26

平成15年６月 当社本社施工事業部建築部長

平成20年６月 当社執行役員首都圏建築部長兼建

築部第一グループ長

平成22年５月 当社執行役員建築本部首都圏建築

部長

平成24年４月 当社執行役員東京支店長

平成24年６月 当社常務執行役員東京支店長

平成25年６月 当社取締役東京支店長

平成26年６月 当社取締役建築本部長（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 管理本部長 田　島　順　一 昭和29年２月14日生

昭和47年３月 当社入社

（注）
３

36

平成12年３月 当社監理部長

平成16年４月 当社管理本部財務部担当部長（監

理）

平成17年６月 当社執行役員管理本部財務部長

平成20年６月 当社常務執行役員管理本部財務部

長

平成21年４月 当社常務執行役員管理本部長兼財

務部長

平成21年６月 当社常務執行役員管理本部長

平成24年６月 当社取締役管理本部長（現）

取締役 東京支店長 多　田　満　之 昭和29年５月24日生

昭和53年４月 当社入社

（注）
３

64

平成12年９月 当社営業部長

平成14年６月 当社取締役営業本部営業企画部長

兼本店営業部営業部長

平成16年４月 当社取締役営業本部営業推進部長

平成20年６月 当社常務取締役営業本部長兼本店

営業部長

平成21年４月 当社取締役さいたま支店長

平成22年４月 当社取締役本店長

平成26年６月 当社取締役東京支店長（現）

取締役  林　　　　　章 昭和24年９月28日生

昭和52年３月 公認会計士登録（現）

（注）
３

─
昭和53年11月 税理士登録（現）

昭和54年１月 林章事務所開設（現）

平成20年６月 当社取締役（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役
（常勤）

 神　山　　明 昭和25年１月26日生

昭和44年３月 当社入社

（注）
４

50

平成14年３月 当社本社施工事業部土木部長兼宇

都宮担当

平成16年４月 当社土木本部工務部担当部長（積

算）

平成18年４月 当社土木本部生産・技術支援室長

平成19年６月 当社執行役員土木本部生産・技術

支援室長

平成20年６月 当社監査役(現)

監査役  関　口　卓　男 昭和14年２月22日生

平成７年６月 ㈱群馬銀行取締役東京支店長

（注）
４

57

平成８年６月 同行取締役高崎支店長

平成11年６月 同行常務取締役

平成13年６月 同行常勤監査役

平成16年６月 当社取締役副社長管理本部長兼経

営企画室長

平成20年６月 当社監査役(現)

監査役  丸　山　和　貴 昭和26年６月24日生

昭和56年４月 弁護士登録（現）

（注）
４

―昭和56年４月 丸山法律事務所開業（現）

平成16年６月 当社監査役(現)

監査役  星　野　忠　男 昭和24年８月20日生

平成16年７月 鹿沼税務署長

（注）
４

―

平成17年７月 関東信越国税局課税第二部資料調

査第一課長

平成18年７月 関東信越国税不服審査所国税審判

官

平成20年７月 館林税務署長

平成21年９月 税理士登録(現)

平成24年６月 当社監査役(現)

計 402
 

　
　　
(注)１　取締役林章は、社外取締役であります。

２　監査役丸山和貴及び監査役星野忠男の２名は、社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４　監査役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

５　当社は、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各本部の業務執行機能を区分し、経営効率の向上を図

るため、執行役員制度を導入しております。

執行役員は６名で構成されており、役職名・氏名は以下のとおりであります。

役　職　名 氏　名

執行役員　　　　土木本部統括部長 竹　内　儀　行

執行役員　　　　土木本部技術部長 皆　川　隆　志

執行役員　　　　本店長 佐々木　和　彦

執行役員　　　　建築本部首都圏建築部長 神　宮　好　文

執行役員　　　　建築本部設備部長 松　﨑　尚　一

執行役員　　　　建築本部統括部長 土　屋　三　幸
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

当社における企業統治の体制については、株主の付託及びステークホルダーの要請に応えるべく、経営におけ

る意思決定の迅速性・的確性及び透明性を確保することを基本的な目的として、執行役員制度を導入し経営判断

と業務執行を一部分離しております。

意思決定については、毎月定例の取締役会のほか、毎週定例の経営会議を開催し、経営管理の充実とスピード

アップを図っております。

内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況については、以下のとおりであります。

1.内部統制の目的（業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事業活動に関る法令等の遵守、資産の保

全）を達成するため、経営理念・経営方針・役職員行動規範を明確にし、統制環境を整備しております。

2.業務全般にわたる管理・運営及び業務執行を適切かつ効率的に行なうため、部門別・職位別の職務基準を明

確にし、決裁権限と責任を明確にした「業務フロー」に基づき業務を執行しております。

3.各業務管理部門は、業務プロセスに基づきリスク管理をすると共に、経営企画部においてリスクの統括管理

を行なっております。

4.経営企画部コンプライアンス課は、内部監査を担当し内部統制の整備状況及び運用状況をモニタリングする

と共に、コンプライアンスを統括し、通常の業務報告経路とは別の社内通報の窓口を担っております。

責任限定契約については、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法

第423条第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、法令が定める額

を限度として責任を負担するものとする旨の契約を締結しております。

提出会社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況については、以下のとおりであります。

1.子会社は、当社の経営理念・基本方針・役職員行動規範を適用し、統制環境を整備しております。また、経

営上の重要事項については、「関係会社管理規程」に従い、当社の取締役会もしくは経営会議において決定

し、子会社は、定期的に当社へ業務執行についての報告を行うものとしております。

2.子会社は全て取締役会監査役設置会社とし、グループ監視機能を維持するため、当社から役職員を監査役と

して派遣することとしております。また、当社監査役、子会社監査役、内部監査部署は、当社と子会社間及

び子会社相互の間で非通例的取引が行なわれないよう監視し、業務の適正を確保しております。

3.子会社の業務執行に伴う損失の危険管理について、リスクの適切な識別及び管理の重要性を認識・評価し、

状況分析を行うことで、当社グループ全体として、業務に係る最適な管理体制を構築しております。

 

②内部監査及び監査役監査

当社の内部監査については、経営企画部コンプライアンス課（2名）が担当し、内部統制の整備状況及び運用状

況をモニタリングすると共に、コンプライアンスを統括しております。

監査役監査については、監査役会（4名）が担当し、社外監査役に法律の専門家として弁護士を1名、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有するものとして税理士を1名起用し、監査役機能の強化による経営者に対する監

視等の実効性を図っております。

また、監査役が取締役会に出席することはもとより、常勤監査役に経営会議出席権限を与え重要情報へのアク

セスを保証しております。

内部監査、監査役監査及び会計監査の連携状況については、監査役と会計監査人とはミーティングにより監査

の実施状況等の情報交換を行っております。また、内部監査部門は組織横断的に内部統制状況をモニタリング

し、必要に応じて監査役及び会計監査人と協議しております。
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③社外取締役及び社外監査役

当社は業務執行の客観性及び中立性を確保するため、社外取締役1名及び社外監査役2名を選任しておりま

す。各社外取締役及び社外監査役と当社との間で利害関係等はありません。

独立性を確保するため、当社と社外取締役及び社外監査役との間で利害関係等が無い者を選任しておりま

す。なお、独立性に関する基準又は方針は無いものの、選任にあたっては、東京証券取引所の独立役員の独立

性に関する判断基準等を参考にしております。

社外取締役及び社外監査役には法律・会計の専門家を起用しており、監査機能の強化による経営者に対する

監視等の実効性を図っております。

社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内

部統制部門との連携状況については、ミーティング等により監査の実施状況等の情報交換を行っております。

 

④役員の報酬等

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)
対象となる役員
の員数(名)

基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

36 27 9 ― 8

監査役
(社外監査役を除く)

6 4 1 ― 2

社外役員 6 5 1 ― 3
 

 

ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が1億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

 

総額(百万円)
対象となる役員
の員数(名)

内容

24 7 業務執行に係る給与
 

 

ニ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬総額は株主総会の決議により定めており、その内容は月額1,500万円以内となっております。

各取締役の報酬については、取締役就任前の給与及び就任後の役職等を勘案して、取締役会の決議により定

めております。
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⑤株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　20銘柄

貸借対照表計上額の合計額　248百万円

 

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

(前事業年度)

特定投資株式

 

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱ニッパンレンタル 15,000 3 営業上の取引先

第一生命保険㈱ 2,000 3 営業上の取引先
 

(注)　貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下ですが、全銘柄を記載しております。

 

(当事業年度)

特定投資株式

 

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱ニッパンレンタル 15,000 3 営業上の取引先

第一生命保険㈱ 2,000 3 営業上の取引先
 

(注)　貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下ですが、全銘柄を記載しております。

 

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

⑥会計監査の状況

当社の会計監査業務については、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、公正な監査を受けておりま

す。なお、同監査法人及び当社の監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には公認会計士法の規定

により記載すべき利害関係等はありません。

当期において業務執行した公認会計士の氏名、業務監査に係る補助者の構成は以下のとおりであります。

1.業務執行した公認会計士の氏名

　指定有限責任社員　業務執行社員　　山本　禎良　（当社に係る継続監査年数１年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　桂川　修一　（当社に係る継続監査年数７年）

2.業務監査に係る補助者の構成

　公認会計士４名、その他６名
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⑦取締役の定数

当社の取締役は12名以内とする旨を定款に定めております。

 

⑧取締役の選任決議要件

取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

⑨株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項（自己の株式の取得）

当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定により、

取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

 

⑩株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

として、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

 

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 22 ─ 22 ―

連結子会社 ─ ─ ― ―

計 22 ─ 22 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

監査計画の内容及び監査日数等を検討して決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に準

拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

 

(2)当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)第２条の規

定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)により作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成26年４月１日から平成27年３月31

日まで)及び事業年度(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により監査を受けております。

 

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、以下の通り連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

  ①  会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、

    最新の基準等を入手して連結財務諸表等に反映しております。

  ②  将来の指定国際会計基準の適用に備え、セミナーへの参加及び書籍の購読を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 6,715 5,972

  受取手形 ※1  1,670 781

  完成工事未収入金 7,723 8,901

  売掛金 137 90

  未成工事支出金 21 14

  材料貯蔵品 86 60

  未収入金 347 444

  繰延税金資産 - 158

  その他 37 234

  貸倒引当金 △24 △21

  流動資産合計 16,715 16,637

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※2  4,112 ※2  4,114

    減価償却累計額 △2,797 △2,865

    建物及び構築物（純額） 1,315 1,248

   機械装置及び運搬具 284 302

    減価償却累計額 △262 △264

    機械装置及び運搬具（純額） 22 37

   工具、器具及び備品 305 305

    減価償却累計額 △265 △267

    工具、器具及び備品（純額） 40 38

   土地 ※3  2,847 ※3  2,859

   その他 168 184

    減価償却累計額 △64 △82

    その他（純額） 103 101

   有形固定資産合計 4,328 4,284

  無形固定資産   

   ソフトウエア 3 2

   電話加入権 31 31

   その他 6 4

   無形固定資産合計 41 37

  投資その他の資産   

   投資有価証券 254 250

   破産更生債権等 1,596 1,586

   その他 66 61

   貸倒引当金 △1,596 △1,586

   投資その他の資産合計 320 312

  固定資産合計 4,689 4,634

 資産合計 21,404 21,272
 

 

EDINET提出書類

佐田建設株式会社(E00121)

有価証券報告書

29/80



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 2,974 2,712

  工事未払金 5,768 4,732

  買掛金 159 131

  短期借入金 932 932

  未払金 225 176

  未成工事受入金 961 590

  未払消費税等 44 -

  完成工事補償引当金 9 7

  賞与引当金 286 381

  役員賞与引当金 - 12

  債務保証損失引当金 125 119

  その他 216 725

  流動負債合計 11,704 10,521

 固定負債   

  長期借入金 80 48

  長期未払金 317 220

  繰延税金負債 43 40

  再評価に係る繰延税金負債 ※4  515 ※4  464

  退職給付に係る負債 98 98

  その他 83 81

  固定負債合計 1,137 954

 負債合計 12,842 11,476

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,886 1,886

  資本剰余金 2,048 2,048

  利益剰余金 3,739 4,922

  自己株式 △4 △5

  株主資本合計 7,669 8,851

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1 2

  土地再評価差額金 ※5  891 ※5  942

  その他の包括利益累計額合計 892 944

 純資産合計 8,562 9,795

負債純資産合計 21,404 21,272
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高   

 完成工事高 32,219 31,901

 兼業事業売上高 640 525

 売上高合計 32,859 32,427

売上原価   

 完成工事原価 30,211 29,318

 兼業事業売上原価 471 420

 売上原価合計 30,682 29,739

売上総利益   

 完成工事総利益 2,007 2,582

 兼業事業総利益 168 105

 売上総利益合計 2,176 2,688

販売費及び一般管理費 ※1  1,384 ※1  1,395

営業利益 792 1,292

営業外収益   

 受取利息及び配当金 1 2

 貸倒引当金戻入額 5 5

 保険配当金 3 3

 その他 19 16

 営業外収益合計 30 27

営業外費用   

 支払利息 27 23

 その他 0 2

 営業外費用合計 27 25

経常利益 795 1,294

特別利益   

 固定資産売却益 2 2

 投資有価証券売却益 - 10

 貸倒引当金戻入額 6 4

 債務保証損失引当金戻入額 6 6

 特別利益合計 14 23

特別損失   

 固定資産売却損 0 -

 固定資産除却損 1 0

 特別損失合計 1 0

税金等調整前当期純利益 808 1,318

法人税、住民税及び事業税 96 181

法人税等調整額 - △161

法人税等合計 96 19

少数株主損益調整前当期純利益 711 1,298

当期純利益 711 1,298
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 711 1,298

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 0 0

 土地再評価差額金 - 50

 その他の包括利益合計 ※1  0 ※1  51

包括利益 711 1,350

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 711 1,350
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,886 2,048 3,105 △3 7,036

当期変動額      

剰余金の配当   △77  △77

自己株式の取得    △0 △0

当期純利益   711  711

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― ― 633 △0 633

当期末残高 1,886 2,048 3,739 △4 7,669
 

 

 

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1 891 892 ― 7,928

当期変動額      

剰余金の配当     △77

自己株式の取得     △0

当期純利益     711

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

0  0  0

当期変動額合計 0 ― 0 ― 633

当期末残高 1 891 892 ― 8,562
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 当連結会計年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,886 2,048 3,739 △4 7,669

当期変動額      

剰余金の配当   △116  △116

自己株式の取得    △0 △0

当期純利益   1,298  1,298

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― ― 1,182 △0 1,181

当期末残高 1,886 2,048 4,922 △5 8,851
 

 

 

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1 891 892 ― 8,562

当期変動額      

剰余金の配当     △116

自己株式の取得     △0

当期純利益     1,298

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

0 50 51  51

当期変動額合計 0 50 51 ― 1,233

当期末残高 2 942 944 ― 9,795
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 808 1,318

 減価償却費 119 115

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △56 △13

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 6 △1

 賞与引当金の増減額（△は減少） 104 94

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） - 12

 債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △6 △6

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 6 0

 破産更生債権等の増減額（△は増加） 54 9

 受取利息及び受取配当金 △1 △2

 支払利息 27 23

 売上債権の増減額（△は増加） 797 △241

 未成工事支出金の増減額（△は増加） 26 6

 たな卸資産の増減額（△は増加） 12 25

 仕入債務の増減額（△は減少） △496 △1,374

 未成工事受入金の増減額（△は減少） △346 △371

 その他 △466 △35

 小計 590 △438

 利息及び配当金の受取額 1 2

 利息の支払額 △29 △22

 法人税等の支払額 △93 △89

 営業活動によるキャッシュ・フロー 468 △548

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △55 △41

 有形固定資産の売却による収入 12 2

 その他 8 19

 投資活動によるキャッシュ・フロー △35 △18

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △500 -

 長期借入金の返済による支出 △32 △32

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △74 △113

 その他 △32 △30

 財務活動によるキャッシュ・フロー △639 △176

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △206 △743

現金及び現金同等物の期首残高 6,841 6,635

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  6,635 ※1  5,892
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　　　5社

連結子会社の名称

佐田道路株式会社

株式会社島田組

株式会社リフォーム群馬

彩光建設株式会社

株式会社前橋機材センター

 

２　持分法の適用に関する事項

持分法を適用する対象会社はありません。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４　会計処理基準に関する事項

(1)　資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によって

おります。

未成工事支出金

個別法による原価法

材料貯蔵品

最終仕入原価法

(2)　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法(ただし、建物(建物附属設備を除く)については定額法)によっております。なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。また、自社利用のソフ

トウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。
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リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

少額減価償却資産

取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、各事業年度毎に一括して３年間で均等償却を行っており

ます。

長期前払費用

定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(3)　引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵補修等の費用に備えるため、過去２年間の完成工事補償実績に基づいた将来の補償見込額

を計上しております。

賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

債務保証損失引当金

債務保証の履行による損失に備えるため、債務保証先の財政状態及び損益状況を勘案して、損失負担見込額を

計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る会計処理

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5)　収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗

率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準

による完成工事高は19,069百万円であります。

(6)　重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金利息

ヘッジ方針

借入金利の変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理を採用しているため、ヘッジの有効性の判定を省略しております。
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(7)　のれんの償却方法及び償却期間

20年間で均等償却しております。

(8)　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から3か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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(連結貸借対照表関係)

１　担保資産

下記の資産を担保に供しております。なお、前連結会計年度に対応する債務は、短期借入金400百万円、当連結会計

年度に対応する債務は、短期借入金400百万円であります。

 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

※２建物 1,182百万円 1,122百万円

※３土地 2,693 〃 2,693 〃

計 3,875百万円 3,815百万円
 

 

２　偶発債務

下記の会社のマンション売買契約手付金の返済債務について保証しております。

 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

㈱タカラレーベン 52百万円 374百万円
 

 

３ ※１受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

受取手形裏書譲渡高 22百万円 ―百万円
 

 

４ ※３、※４、※５事業用土地再評価

(前連結会計年度)

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34条)に基づき、事業用の土地の再評価を行っておりま

す。

再評価差額については、改正土地再評価法(平成11年３月31日改正)第７条第１項及び第２項の規定により、当該評

価差額に係る税金相当額515百万円を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額

891百万円を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の当期末における時価と
再評価後の帳簿価額との差額

△965百万円

 

同法第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める「地価税法第16条に

規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に

より算出した価額」に合理的な調整を行って算出しております。
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(当連結会計年度)

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34条)に基づき、事業用の土地の再評価を行っておりま

す。

再評価差額については、改正土地再評価法(平成11年３月31日改正)第７条第１項及び第２項の規定により、当該評

価差額に係る税金相当額464百万円を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額

942百万円を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の当期末における時価と
再評価後の帳簿価額との差額

△985百万円

 

同法第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める「地価税法第16条に

規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に

より算出した価額」に合理的な調整を行って算出しております。

 

 

(連結損益計算書関係)

１　※１販売費及び一般管理費の主な内訳は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

従業員給与手当 615百万円 613百万

退職給付費用 20 〃 19 〃

減価償却費 82 〃 79 〃
 

なお、販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、軽微であります。

 

 

(連結包括利益計算書関係)

１　※１その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 0 1

 組替調整額 ― ―

   税効果調整前 0 1

   税効果額 △0 △0

   その他有価証券評価差額金 0 0

土地再評価差額金   

 　税効果額 ― 50

その他の包括利益合計 0 51
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 77,606,166 ─ ─ 77,606,166
 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 53,084 3,877 ― 56,961
 

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加3,877株

 

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 77 1.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日
 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 116 1.50 平成26年３月31日 平成26年６月30日
 

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 77,606,166 ─ ─ 77,606,166
 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 56,961 5,359 ― 62,320
 

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加5,359株

 

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 116 1.50 平成26年３月31日 平成26年６月30日
 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 193 2.50 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１　※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

現金預金勘定 6,715百万円 5,972百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金

△80 〃 △80　〃

現金及び現金同等物 6,635百万円 5,892百万円
 

 

(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

（1）リース資産の内容

・有形固定資産

舗装工事における機械装置及び運搬具並びに備品等であります。

（2）リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

 

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

１年以内 0百万円 0百万円

１年超 1　〃 0　〃

 合計 1百万円 1百万円
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(金融商品関係)

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１　金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達し

ております。

受取手形及び完成工事未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま

す。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金であります。長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利

息を固定化しております。なお、デリバティブ取引は、主に社内管理規定に基づいて実施しております。

 

２　金融商品の時価等に関する事項

平成26年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。

(単位：百万円)

 
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 6,715 6,715 ―

(2) 受取手形 1,670 1,670 ―

(3) 完成工事未収入金 7,723 7,723 ―

(4) 投資有価証券（その他有価証券） 6 6 ―

(5) 破産更生債権等 1,596   

　　貸倒引当金（※1） △1,596   

 ― ― ―

資産計 16,116 16,116 ―

(1) 支払手形 2,974 2,974 ―

(2) 工事未払金 5,768 5,768 ―

(3) 短期借入金（※2） 900 900 ―

(4) 未成工事受入金 961 961 ―

(5) 長期借入金（※3） 112 114 2

負債計 10,716 10,718 2

デリバティブ取引 ― ― ―
 

(※1)破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※2)短期借入金は一年以内返済予定の長期借入金が控除されております。

(※3)長期借入金は一年以内返済予定の長期借入金が含まれております。
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(注１)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、（2）受取手形並びに（3）完成工事未収入金

これらについては、短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいと言えることか

ら、当該帳簿価額によっております。

 

(4)投資有価証券（その他有価証券）

取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照して下さい。

 

(5)破産更生債権等

担保及び保証による回収見込額等により時価を算定しております。

 

負　債

(1)支払手形、（2）工事未払金、（3）短期借入金並びに（4）未成工事受入金

これらについては、短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいと言えることか

ら、当該帳簿価額によっております。

 

(5)長期借入金

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象となっており、当該金利スワップと一体として

処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される利率で割り引いて算定する方法によっており

ます。

 

(注２)　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式（連結貸借対照表計上額248百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「(4)投資有価証券 （その他有価証券）」には含めておりません。

 

(注３)　満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額

(単位：百万円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 6,715 ― ― ―

受取手形 1,670 ― ― ―

完成工事未収入金 7,723 ― ― ―

合計 16,110 ― ― ―
 

 

(注４)　長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

(単位：百万円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 900 ― ― ― ― ―

長期借入金 32 32 32 16 ― ―

合計 932 32 32 16 ― ―
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当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１　金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達し

ております。

受取手形及び完成工事未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま

す。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金であります。長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利

息を固定化しております。なお、デリバティブ取引は、主に社内管理規定に基づいて実施しております。

 

２　金融商品の時価等に関する事項

平成27年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。

(単位：百万円)

 
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 5,972 5,972 ―

(2) 受取手形 781 781 ―

(3) 完成工事未収入金 8,901 8,901 ―

(4) 投資有価証券（その他有価証券） 7 7 ―

(5) 破産更生債権等 1,586   

　　貸倒引当金（※1） △1,586   

 ― ― ―

資産計 15,663 15,663 ―

(1) 支払手形 2,712 2,712 ―

(2) 工事未払金 4,732 4,732 ―

(3) 短期借入金（※2） 900 900 ―

(4) 未成工事受入金 590 590 ―

(5) 長期借入金（※3） 80 81 1

負債計 9,015 9,016 1

デリバティブ取引 ― ― ―
 

(※1)破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※2)短期借入金は一年以内返済予定の長期借入金が控除されております。

(※3)長期借入金は一年以内返済予定の長期借入金が含まれております。
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(注１)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、（2）受取手形並びに（3）完成工事未収入金

これらについては、短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいと言えることか

ら、当該帳簿価額によっております。

 

(4)投資有価証券（その他有価証券）

取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照して下さい。

 

(5)破産更生債権等

担保及び保証による回収見込額等により時価を算定しております。

 

負　債

(1)支払手形、（2）工事未払金、（3）短期借入金並びに（4）未成工事受入金

これらについては、短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいと言えることか

ら、当該帳簿価額によっております。

 

(5)長期借入金

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象となっており、当該金利スワップと一体として

処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される利率で割り引いて算定する方法によっており

ます。

 

(注２)　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式（連結貸借対照表計上額243百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「(4)投資有価証券 （その他有価証券）」には含めておりません。

 

(注３)　満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額

(単位：百万円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 5,972 ― ― ―

受取手形 781 ― ― ―

完成工事未収入金 8,901 ― ― ―

合計 15,655 ― ― ―
 

 

(注４)　長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

(単位：百万円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 900 ― ― ― ― ―

長期借入金 32 32 16 ― ― ―

合計 932 32 16 ― ― ―
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

（単位　百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

(1)連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

   

株　式 6 3 2

小　　計 6 3 2

(2)連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

   

株　式 ― ― ―

小　　計 ― ― ―

合　　計 6 3 2
 

表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

（単位　百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

(1)連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

   

株　式 7 3 3

小　　計 7 3 3

(2)連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

   

株　式 ― ― ―

小　　計 ― ― ―

合　　計 7 3 3
 

表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

 

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

 

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株　式 15 10 ―

合　　計 15 10 ―
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

ヘッジ会計が適用されているもの（金利関連）

 

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金

   

 支払固定・
 受取変動

112 80 114(注)
 

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

ヘッジ会計が適用されているもの（金利関連）

 

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金

   

 支払固定・
 受取変動

80 48 81(注)
 

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出年金企業型年金規約について厚生労働大臣の承認を受け、平成23年4月1日から確定拠出年金制度

を採用しております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

連結子会社については、退職一時金制度等を採用しております。

　

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 91 98

退職給付費用 10 13

退職給付の支払額 △1 △10

制度への拠出額 △2 △3

退職給付に係る負債の期末残高 98 98
 

　

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表
（百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 136 140

年金資産 △37 △42

 98 98

非積立型制度の退職給付債務 ― ―

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 98 98

   
退職給付に係る負債 98 98

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 98 98
 

　

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用は、前連結会計年度10百万円、当連結会計年度13百万円であります。
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３．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度83百万円、当連結会計年度79百万円であります。

　

 

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

繰延税金資産   

貸倒引当金 501百万円 484百万円

債務保証損失引当金 44　〃 38　〃

投資有価証券・会員権評価損 24　〃 22　〃

退職給付に係る負債 34　〃 35　〃

税務上の繰越欠損金 2,082　〃 1,843　〃

その他 264　〃 284　〃

繰延税金資産小計 2,952百万円 2,708百万円

評価性引当額 △2,952　〃 △2,549　〃

繰延税金資産合計 ―百万円 158百万円

繰延税金負債   

株式交換差益他 42百万円 39百万円

その他有価証券評価差額金 0　〃 1　〃

繰延税金負債合計 43百万円 40百万円

繰延税金負債の純額 43百万円 ―百万円

繰延税金資産の純額 ―百万円 118百万円
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

法定実効税率 37.8 ％ 35.4 ％

(調整)   

永久に損金に算入されない項目 0.9　〃 0.5　〃

永久に益金に算入されない項目 △3.1　〃 △1.8　〃

住民税均等割等 2.2　〃 1.3　〃

評価性引当額 △25.8　〃 △33.9　〃

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

12.0 ％ 1.5 ％
 

 

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３月31日に公布された

ことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消されるも

のに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の35.37％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４

月１日から平成28年３月31日までのものは32.83％、平成28年４月１日以降のものについては31.88％にそれぞれ変更

されております。

この結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が9百万円、土地再評価に係る繰延税金負債

の金額が50百万円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が9百万円、土地再評価差額金額が50百万円、

その他有価証券評価差額金額が0百万円それぞれ増加しております。
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(資産除去債務関係)

前連結会計年度（平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

該当事項はありません。

 

 

(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。　

当社は本社に土木・建築別の事業本部を置き、国内各支店等の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており

ます。

また、経営管理を充実させる観点から、管理体制は「土木関連」、「建築関連」及び「兼業事業」の３つの区分

としております。

なお、「土木関連」は土木工事全般、「建築関連」は建築工事全般、「兼業事業」はアスファルト合材の販売な

どを行っております。

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値であります。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

       (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
調整額
（注１）

連結損益計算書
計上額（注２）土木関連 建築関連 兼業事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 9,620 22,599 640 32,859 32,859 ― 32,859

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― ― 374 374 374 △374 ―

計 9,620 22,599 1,014 33,233 33,233 △374 32,859

セグメント利益 745 1,262 294 2,302 2,302 △125 2,176

その他の項目        
 減価償却費 ― ― 37 37 37 ― 37

 

(注)1.セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去125百万円であります。

　　2.セグメント利益は、連結損益計算書の売上総利益と差異調整を行っております。

　　3.当社グループは、報告セグメントに資産を配分しておりません。

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

       (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
調整額
（注１）

連結損益計算書
計上額（注２）土木関連 建築関連 兼業事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 11,178 20,723 525 32,427 32,427 ― 32,427

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― ― 342 342 342 △342 ―

計 11,178 20,723 868 32,770 32,770 △342 32,427

セグメント利益 1,025 1,557 181 2,764 2,764 △76 2,688

その他の項目        
 減価償却費 ― ― 36 36 36 ― 36

 

(注)1.セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去76百万円であります。

　　2.セグメント利益は、連結損益計算書の売上総利益と差異調整を行っております。

　　3.当社グループは、報告セグメントに資産を配分しておりません。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載事項はありませ

ん。

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載事項はありませ

ん。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

 

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

 

(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 

項目
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

(1) １株当たり純資産額 110.42円 126.33円

　(算定上の基礎)   

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 8,562百万円 9,795百万円

普通株式に係る純資産額 8,562百万円 9,795百万円

差額の主な内訳   

　少数株主持分 ―百万円 ―百万円

普通株式の発行済株式数 77,606千株 77,606千株

普通株式の自己株式数 56千株 62千株

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数

77,549千株 77,543千株
 

 

項目
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

(2) １株当たり当期純利益金額 9.17円 16.74円

　(算定上の基礎)   

連結損益計算書上の当期純利益 711百万円 1,298百万円

普通株式に係る当期純利益 711百万円 1,298百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円

普通株式の期中平均株式数 77,551千株 77,546千株
 

(注)潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

株式併合、単元株式数及び発行可能株式総数の変更

当社は、平成27年5月12日開催の取締役会において、第66回定時株主総会に株式併合、単元株式数及び発行可能株

式総数の変更について付議することを決議し、平成27年6月26日開催の同定時株主総会で承認されました。

(1) 株式併合、単元株式数及び発行可能株式総数の変更の目的

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、上場する内国会社の普通株式の売買単位

（単元株式数）を100株に統一することを目指しております。

当社は、東京証券取引所に上場する会社として、この趣旨を尊重し、当社株式の売買単位（単元株式数）を100

株に変更することとし、併せて、証券取引所が望ましいとしている投資単位の金額水準（５万円以上50万円未

満）を勘案し、株式併合を実施するものであります。

また、株式併合の割合に合わせて、発行可能株式総数を2億5千万株から5千万株に変更するものであります。

(2) 株式併合の内容

　①株式併合する株式の種類

普通株式

　②株式併合の方法・比率

平成27年10月１日をもって、平成27年9月30日の最終株主名簿に記録された株主様の所有株式数を基準に、５株

につき１株の割合をもって併合いたします。

　③株式併合により減少する株式数

　株式併合前の発行済株式総数（平成27年3月31日現在） 　　　　77,606,166株

　株式併合により減少する株式数 　　　　62,084,933株

　株式併合後の発行済株式総数 　　　　15,521,233株
 

(注)「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、株式併合前の発行済株式

総数及び株式併合割合に基づき算出した理論値です。

（3）単元株式数の変更の内容

　株式併合の効力発生と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。

（4）発行可能株式総数の変更の内容

　株式併合の効力発生と同時に、発行可能株式総数を2億5千万株から5千万株に変更いたします。

（5）変更の条件

平成27年6月26日開催予定の第66回定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されることを条件と

いたします。

（6）株式併合、単元株式数及び発行可能株式総数の変更の日程

　取締役会決議日 　　　平成27年５月12日

　株主総会決議日 　　　平成27年６月26日

　株式併合、単元株式数及び発行可能株式総数の変更の効力発生日 　　　平成27年10月１日
 

（7）１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式併合が前連結会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の、前連結会計年度及び当連結会計年度に

おける１株当たり情報は以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

　１株当たり純資産額 552.10円 631.65円

　１株当たり当期純利益 45.85円 83.70円
 

(注)潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 900 900 1.944 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 32 32 2.110 ―

１年以内に返済予定のリース債務 32 30 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く)

80 48 2.110
平成 28年６月27
日～
平成29年９月26日

リース債務（一年以内に返済予定の
ものを除く。）

78 76 ―
平成28年４月26
日～
平成31年11月26日

合計 1,123 1,086 ― ―
 

(注)１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返

済予定額の総額

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 32 16 ― ―

リース債務 28 22 14 10
 

 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

 

第１四半期
連結累計期間

(自平成26年４月１日
至平成26年６月30日)

第２四半期
連結累計期間

(自平成26年４月１日
至平成26年９月30日)

第３四半期
連結累計期間

(自平成26年４月１日
至平成26年12月31日)

第66期
連結会計年度

(自平成26年４月１日
至平成27年３月31日)

売上高 (百万円) 6,265 13,550 22,672 32,427

税金等調整前四半期（当期）純利益金
額

(百万円) 106 397 747 1,318

四半期（当期）純利益金額 (百万円) 91 348 663 1,298

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 1.19 4.49 8.55 16.74

 

 

 

第１四半期
連結会計期間

(自平成26年４月１日
至平成26年６月30日)

第２四半期
連結会計期間

(自平成26年７月１日
至平成26年９月30日)

第３四半期
連結会計期間

(自平成26年10月１日
至平成26年12月31日)

第４四半期
連結会計期間

(自平成27年１月１日
至平成27年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 (円) 1.19 3.30 4.06 8.19
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 5,367 4,230

  受取手形 1,628 740

  完成工事未収入金 7,013 8,366

  売掛金 152 106

  未成工事支出金 16 15

  材料貯蔵品 20 20

  前払費用 14 70

  未収入金 ※1  406 ※1  499

  繰延税金資産 - 115

  その他 17 198

  貸倒引当金 △17 △18

  流動資産合計 14,621 14,345

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※2  3,847 ※2  3,848

    減価償却累計額 △2,579 △2,643

    建物（純額） 1,268 1,205

   構築物 161 160

    減価償却累計額 △138 △140

    構築物（純額） 22 20

   機械及び装置 218 236

    減価償却累計額 △205 △208

    機械及び装置（純額） 13 27

   車両運搬具 5 3

    減価償却累計額 △5 △3

    車両運搬具（純額） 0 0

   工具、器具及び備品 210 209

    減価償却累計額 △173 △173

    工具、器具及び備品（純額） 37 36

   土地 ※3  2,693 ※3  2,693

   その他 36 40

    減価償却累計額 △21 △28

    その他（純額） 15 12

   有形固定資産合計 4,050 3,995

  無形固定資産   

   ソフトウエア 3 2

   電話加入権 29 29

   その他 6 4

   無形固定資産合計 39 35
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

  投資その他の資産   

   投資有価証券 252 248

   関係会社株式 657 657

   破産更生債権等 1,590 1,583

   長期前払費用 6 3

   その他 38 34

   貸倒引当金 △1,590 △1,583

   投資その他の資産合計 953 943

  固定資産合計 5,044 4,974

 資産合計 19,665 19,319

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 2,893 2,684

  工事未払金 ※4  5,280 ※4  4,221

  買掛金 117 99

  短期借入金 932 932

  未払金 177 139

  未払費用 55 61

  未払法人税等 42 102

  未成工事受入金 939 542

  未払消費税等 28 -

  預り金 6 6

  完成工事補償引当金 8 7

  賞与引当金 251 331

  役員賞与引当金 - 12

  債務保証損失引当金 125 119

  その他 56 474

  流動負債合計 10,916 9,732

 固定負債   

  長期借入金 80 48

  長期未払金 317 220

  繰延税金負債 0 1

  再評価に係る繰延税金負債 515 464

  その他 12 8

  固定負債合計 925 742

 負債合計 11,841 10,475
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,886 1,886

  資本剰余金   

   資本準備金 1,940 1,940

   その他資本剰余金 65 65

   資本剰余金合計 2,005 2,005

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 3,042 4,012

   利益剰余金合計 3,042 4,012

  自己株式 △4 △5

  株主資本合計 6,930 7,899

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1 2

  土地再評価差額金 891 942

  評価・換算差額等合計 892 944

 純資産合計 7,823 8,843

負債純資産合計 19,665 19,319
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高   

 完成工事高 28,000 25,922

 兼業事業売上高 681 585

 売上高合計 ※1  28,682 ※1  26,507

売上原価   

 完成工事原価 26,610 24,073

 兼業事業売上原価 512 466

 売上原価合計 ※2  27,123 ※2  24,540

売上総利益   

 完成工事総利益 1,389 1,848

 兼業事業総利益 169 119

 売上総利益合計 1,558 1,967

販売費及び一般管理費   

 役員報酬 35 37

 従業員給料手当 443 482

 退職給付費用 16 16

 法定福利費 92 101

 福利厚生費 21 23

 修繕維持費 12 13

 事務用品費 20 19

 通信交通費 34 37

 動力用水光熱費 50 47

 広告宣伝費 1 0

 貸倒引当金繰入額 - 0

 交際費 4 4

 寄付金 0 1

 地代家賃 45 42

 減価償却費 73 75

 租税公課 56 60

 保険料 - 13

 雑費 106 107

 販売費及び一般管理費合計 1,015 1,085

営業利益 543 881

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 66 67

 貸倒引当金戻入額 4 0

 不動産賃貸料 24 24

 雑収入 11 7

 営業外収益合計 108 101

営業外費用   

 支払利息 24 20

 雑損失 0 1

 営業外費用合計 24 21

経常利益 627 961
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           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

特別利益   

 固定資産売却益 0 0

 投資有価証券売却益 - 10

 貸倒引当金戻入額 6 4

 債務保証損失引当金戻入額 6 6

 特別利益合計 12 20

特別損失   

 固定資産売却損 0 -

 固定資産除却損 0 0

 特別損失合計 0 0

税引前当期純利益 639 982

法人税等還付税額 △10 -

法人税、住民税及び事業税 - 11

法人税等調整額 - △115

法人税等合計 △10 △103

当期純利益 649 1,086
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【完成工事原価報告書】

  
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

材料費  1,533 5.8 2,336 9.7

労務費  25 0.1 25 0.1

(うち労務外注費)  (―) (―) (―) (―)

外注費  21,426 80.5 18,273 75.9

経費  3,625 13.6 3,437 14.3

(うち人件費)  (1,571) (5.9) (1,594) (6.6)

計  26,610 100.0 24,073 100.0

      
 

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算であります。

 

【兼業事業売上原価報告書】

  
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

材料費  291 57.0 247 53.1

労務費  28 5.7 28 6.1

(うち労務外注費)  (―) (―) (―) (―)

経費  191 37.3 190 40.7

(うち人件費)  (20) (4.1) (21) (4.5)

計  512 100.0 466 100.0

      
 

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算であります。

EDINET提出書類

佐田建設株式会社(E00121)

有価証券報告書

63/80



③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 1,886 1,940 65 2,005 2,470 2,470

当期変動額       

剰余金の配当     △77 △77

自己株式の取得       

当期純利益     649 649

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

      

当期変動額合計 ― ― ― ― 571 571

当期末残高 1,886 1,940 65 2,005 3,042 3,042
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △3 6,358 1 891 892 7,251

当期変動額       

剰余金の配当  △77    △77

自己株式の取得 △0 △0    △0

当期純利益  649    649

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  0  0 0

当期変動額合計 △0 571 0 ― 0 571

当期末残高 △4 6,930 1 891 892 7,823
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 当事業年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 1,886 1,940 65 2,005 3,042 3,042

当期変動額       

剰余金の配当     △116 △116

自己株式の取得       

当期純利益     1,086 1,086

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

      

当期変動額合計 ― ― ― ― 969 969

当期末残高 1,886 1,940 65 2,005 4,012 4,012
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △4 6,930 1 891 892 7,823

当期変動額       

剰余金の配当  △116    △116

自己株式の取得 △0 △0    △0

当期純利益  1,086    1,086

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  0 50 51 51

当期変動額合計 △0 969 0 50 51 1,020

当期末残高 △5 7,899 2 942 944 8,843
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており

ます。

未成工事支出金

個別法による原価法

材料貯蔵品

最終仕入原価法

 

３　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法(ただし、建物(建物附属設備を除く)については定額法)によっております。なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

少額減価償却資産

取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、各事業年度毎に一括して３年間で均等償却を行っておりま

す。

長期前払費用

定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

 

４　引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵補修等の費用に備えるため、過去２年間の完成工事補償実績に基づいた将来の補償見込額を

計上しております。
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賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております。

役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております。

債務保証損失引当金

債務保証の履行による損失に備えるため、債務保証先の財政状態及び損益状況を勘案して、損失負担見込額を計

上しております。

 

５　収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見

積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

なお、工事進行基準による完成工事高は18,538百万円であります。

 

６　重要なヘッジ会計の方法

(1)　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

(2)　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金利息

(3)　ヘッジ方針

借入金利の変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

(4)　ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理を採用しているため、ヘッジの有効性の判定を省略しております。

 

７　その他

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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(貸借対照表関係)

１　※１、※４のうち、関係会社に対するものは次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

※１未収入金 109百万円 153百万円

※４工事未払金 402 〃 236 〃
 

 

２　下記の資産を担保に供しております。

なお、前事業年度に対応する債務は、短期借入金400百万円、当事業年度に対応する債務は、短期借入金400百万円

であります。

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

※２建物 1,182百万円 1,122百万円

※３土地 2,693 〃 2,693 〃

計 3,875百万円 3,815百万円
 

 

３　偶発債務

下記の会社のマンション売買契約手付金の返済債務について保証しております。

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

㈱タカラレーベン 52百万円 374百万円
 

 

(損益計算書関係)

１　※１、※２のうち、関係会社に対するものは次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

※１完成工事高 142百万円 138百万円

※２完成工事原価 1,346 〃 1,059 〃
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(有価証券関係)

前事業年度(平成26年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるもので

あります。

 

(単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額

子会社株式 657

計 657
 

 

当事業年度(平成27年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるもので

あります。

 

(単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額

子会社株式 657

計 657
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

繰延税金資産   

貸倒引当金 499百万円 482百万円

債務保証損失引当金 44　〃 38　〃

投資有価証券・会員権評価損 23　〃 21　〃

税務上の繰越欠損金 2,075　〃 1,838　〃

その他 247　〃 248　〃

繰延税金資産小計 2,891百万円 2,629百万円

評価性引当額 △2,891 〃 △2,514　〃

繰延税金資産合計 ―百万円 115百万円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 0百万円 1百万円

繰延税金負債合計 0百万円 1百万円

繰延税金負債の純額 0百万円 ―百万円

繰延税金資産の純額 ―百万円 113百万円
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

法定実効税率 37.8 ％ 35.4 ％

(調整)   

永久に損金に算入されない項目 0.3　〃 0.2　〃

永久に益金に算入されない項目 △3.8　〃 △2.4　〃

住民税均等割等 2.5　〃 1.7　〃

評価性引当額 △38.4　〃 △45.4　〃

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

△1.6 ％ △10.5 ％
 

 

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３月31日に公布された

ことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消されるものに

限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.37％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日か

ら平成28年３月31日までのものは32.83％、平成28年４月１日以降のものについては31.88％にそれぞれ変更されてお

ります。

この結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が8百万円、土地再評価に係る繰延税金負債

の金額が50百万円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が8百万円、土地再評価差額金額が50百万円、その

他有価証券評価差額金額が0百万円それぞれ増加しております。

 

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(重要な後発事象)

株式併合、単元株式数及び発行可能株式総数の変更

当社は、平成27年5月12日開催の取締役会において、第66回定時株主総会に株式併合、単元株式数及び発行可能株

式総数の変更について付議することを決議し、平成27年6月26日開催の同定時株主総会で承認されました。

(1) 株式併合、単元株式数及び発行可能株式総数の変更の目的

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、上場する内国会社の普通株式の売買単位

（単元株式数）を100株に統一することを目指しております。

当社は、東京証券取引所に上場する会社として、この趣旨を尊重し、当社株式の売買単位（単元株式数）を100

株に変更することとし、併せて、証券取引所が望ましいとしている投資単位の金額水準（５万円以上50万円未

満）を勘案し、株式併合を実施するものであります。

また、株式併合の割合に合わせて、発行可能株式総数を2億5千万株から5千万株に変更するものであります。

(2) 株式併合の内容

　①株式併合する株式の種類

普通株式

　②株式併合の方法・比率

平成27年10月１日をもって、平成27年9月30日の最終株主名簿に記録された株主様の所有株式数を基準に、５株

につき１株の割合をもって併合いたします。

　③株式併合により減少する株式数

　株式併合前の発行済株式総数（平成27年3月31日現在） 　　　　77,606,166株

　株式併合により減少する株式数 　　　　62,084,933株

　株式併合後の発行済株式総数 　　　　15,521,233株
 

(注)「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、株式併合前の発行済株式

総数及び株式併合割合に基づき算出した理論値です。

（3）単元株式数の変更の内容

　株式併合の効力発生と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。

（4）発行可能株式総数の変更の内容

　株式併合の効力発生と同時に、発行可能株式総数を2億5千万株から5千万株に変更いたします。

（5）変更の条件

平成27年6月26日開催予定の第66回定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されることを条件と

いたします。

（6）株式併合、単元株式数及び発行可能株式総数の変更の日程

　取締役会決議日 　　　平成27年５月12日

　株主総会決議日 　　　平成27年６月26日

　株式併合、単元株式数及び発行可能株式総数の変更の効力発生日 　　　平成27年10月１日
 

（7）１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式併合が前連結会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の、前連結会計年度及び当連結会計年度に

おける１株当たり情報は以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

　１株当たり純資産額 504.40円 570.25円

　１株当たり当期純利益 41.85円 70.05円
 

(注)潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)
その他有価証券

  

首都圏新都市鉄道㈱ 2,000 100

㈱群馬ロイヤルホテル 57,500 57

㈱上毛新聞社 5,000 45

㈱群馬建設会館 30,000 15

中部国際空港㈱ 160 8

群馬テレビ㈱ 13,800 6

㈱ニッパンレンタル 15,000 3

第一生命保険㈱ 2,000 3

㈱エフエム群馬 60 3

㈱埼玉建設会館 4,100 2

その他（10銘柄） 113,213 4

計 242,833 248
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【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

　建物 3,847 1 ― 3,848 2,643 64 1,205

　構築物 161 0 1 160 140 3 20

　機械及び装置 218 17 ― 236 208 2 27

　車両運搬具 5 ― 1 3 3 ― 0

　工具、器具及び備品 210 0 1 209 173 1 36

　土地
2,693
(1,406)

― ―
2,693
(1,406)

― ― 2,693

　その他 36 3 ― 40 28 7 12

有形固定資産計
7,173
(1,406)

23 4
7,192
(1,406)

3,197 79 3,995

無形固定資産        

　ソフトウェア 12 ― ― 12 9 1 2

　電話加入権 29 ― ― 29 ― ― 29

　その他 10 ― ― 10 6 2 4

無形固定資産計 52 ― ― 52 16 3 35

長期前払費用 20 0 ― 19 16 1 3
 

(注)有形固定資産の「当期首残高」及び「当期末残高」の(　)内は内書きで、土地の再評価に関する法律(平成10年３月

31日公布法律第34条)に基づいて、事業用の土地の再評価を行った際の計上額であります。

 

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 1,607 18 0 ※1 　　　　23 1,602

完成工事補償引当金 8 7 0 8 7

賞与引当金 251 331 251 ― 331

役員賞与引当金 ― 12 ― ― 12

債務保証損失引当金 125 ― ― ※2　　　　　6 119
 

（注）※１　返済等による取崩額及び実績繰入率による洗替額であります。

　　　※２　債務一部返済による取崩額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  三井住友信託銀行株式会社 　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、東京都において発行する日本経
済新聞に掲載して行います。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.satakensetsu.co.jp/

株主に対する特典 なし
 

(注)１．単元未満株式買取請求に伴う手数料は、以下の算式により１単元当たりの金額を算出し、これを買取った単

元未満株式の数で按分した金額とします。

(算式)１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100万円以下の金額につき　　　　　　　　　　　　　　1.150％

100万円を超え500万円以下の金額につき　　　　　　　 0.900％

500万円を超え1,000万円以下の金額につき　　　　　 　0.700％

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき　　　　 　0.575％

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき　　　　 　0.375％

(円未満の端数を生じた場合には切捨てる。)

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とします。

　　２．当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができませ

ん。

　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した金融商品取引法第25条

第１項各号に掲げる書類は、次のとおりであります。

 

１　有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

　　事業年度　第65期(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年６月30日に関東財務局長に提出。

 

２　内部統制報告書

　　事業年度　第65期(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年６月30日に関東財務局長に提出。

 

３　四半期報告書、四半期報告書の確認書

第66期第１四半期(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)　平成26年８月８日関東財務局長に提出。

第66期第２四半期(自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日)　平成26年11月11日関東財務局長に提出。

第66期第３四半期(自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日)　平成27年２月12日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成27年６月26日

佐田建設株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　山　　本　　禎　　良

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　桂　　川　　修　　一

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる佐田建設株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐

田建設株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

EDINET提出書類

佐田建設株式会社(E00121)

有価証券報告書

78/80



 

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、佐田建設株式会社の平成27年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、佐田建設株式会社が平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
　

 

(※) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成27年６月26日

佐田建設株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　山　　本　　禎　　良

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　桂　　川　　修　　一

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる佐田建設株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第66期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐田建

設株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
　

 

(※) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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